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わが国で労働力不足が深刻な問題となるなか、それを補う生産性向上や付加価値創出の手段として
デジタル化、なかでもIoTやAIの導入・活用は不可欠となっている。また、新型コロナウイルス感染
症拡大により、ここ数年の 「働き方改革」 に加え 「新たな生活様式」 が打ち出されたことで、企業には
デジタルトランスフォーメーション（DX）の一層の推進が求められている。当会では、デジタル先端
技術活用促進の一環として、企業がIoT・AIを活用して生産性向上や付加価値創出に取り組む事例を
集めた 「ICT・IoT・AI等活用事例集」 を2018年から作成し、ホームページ上でも公開している。
今号では、事例集の特長や事例の拡充状況などについて紹介する。

先端技術の活用で生産性向上・付加価値創出を
～ICT・IoT・AI等活用事例集のご紹介～

　近年、わが国では少子高齢化による労働力不足が
深刻化しており、基幹産業であるものづくり産業を
はじめ、さまざまな産業で大きな課題となっている。
そのような状況のなか、IoTやAIといった先端技術
は、生産性向上や付加価値向上に資するツールとし
て期待されている。　
　2017年度版の総務省『情報通信白書』では、IoT
やAIが2030年には実質GDPを132兆円押し上げ
る効果があると推計されており、大企業のみならず
中小企業においても、こうした技術の積極的な導
入・活用が求められるところである。しかしながら、
日本企業のIoT・AI導入率は諸外国と比べ依然と
して低く、導入を促す取り組みの重要性は一層高ま
っている。このような現状をふまえ、当会では先端
技術の導入促進を支援する取り組みとして、2018
年より、各社の先進的・特徴的な事例を紹介する

「ICT・IoT・AI等活用事例集」を作成し、冊子配
布とホームページでの公開を行っている。
　2020年３月に公表された経済産業省『中小企業
のAI活用促進に関する調査事業 最終報告書』には、
関西の中小企業の特徴として、他地域と比べて ｢同
業他社の動き」と ｢費用対効果｣ に敏感な企業が多
いという点があげられており、導入企業の事例紹介
は、この関西企業の特性にあった導入促進策として
有効であると考えられる。

　事例集では、大企業から従業員数10人以下の中
小企業に至るまで、また企業のみならず自治体も含
めた幅広い事例を紹介しており、2020年８月現在、

掲載数は22都府県の44事例となっている。工場に
おける作業進捗や生産情報の見える化、保守点検の
効率化、AIを活用した情報発信など紹介事例は多岐
にわたり、参考事例を求める読者のさまざまなニー
ズを満たすものとなっている。主な特長を以下に紹
介する。
１．事例の細かなカテゴリー分類【図－❶❷】
　ホームページ上では、「現場力強化」や「付加価
値創造・最大化」といったカテゴリーを選択すると、
次にカテゴリーごとに「受発注」「企画・設計」「生
産プロセス全体最適化」などのプロセスが表示され
る。このように次々現れる選択肢を選んでいくだけ
で、自社のニーズに合った事例を絞り込むことがで
きる使いやすい作りとなっている。プロセスにおい
て発生する課題やニーズに応じて計16のカテゴリー
で分類されており、自社のニーズに近い事例を探す
ことができる。従業員数による事例抽出も可能で、
自社の規模に応じた事例を見ることができる。
２．項目ごとに整理された事例ページ【図－❸】
　未導入企業へのヒアリングで ｢ニーズに合う活用
方法が不明」といった声があがったことを受け、各
事例では、背景や活用方法、効果といった情報を体
系的に整理して紹介している。冒頭には技術導入時
の ｢ニーズ｣ や導入に至った ｢背景｣ を記載し、｢課
題｣ や ｢解決方法」の欄では、プロセスごとに発生
する課題と、それに対応する解決策を整理している。
｢成功したポイント｣ の欄では、各企業の技術導入・
利用開始に至るまでの過程やブレイクスルーポイン
トなどを紹介し、｢導入成果｣ の欄では、技術導入
による費用対効果を、削減コストや生産増加量など
具体的な数値を使ってわかりやすく表現している。

事例集作成の目的・背景

事例集の特長
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３．図や写真を用いた特徴の紹介【図－❹】
　文字による説明に加え、図・写真を用いた製品・
サービスの特徴の紹介も掲載。視覚情報を用いるこ
とで、文字だけではイメージしにくい先端技術をよ
り身近に感じてもらい、導入につながるよう工夫し
ている。
４．支援制度・窓口も紹介し、一歩踏み出す企業を
　　後押し
　事例紹介にとどまらず、近畿経済産業局や近畿総
合通信局、各自治体等関西圏の15機関・組織の支
援制度や窓口も掲載している。セミナーや相談制度、
補助金等の紹介を行うことで、導入を検討する企業
を後押ししている。
５．活用促進セミナーなど生の声を聞く機会も提供
　事例集の発行にあわせて先端技術の導入・活用を
支援するセミナーをこれまでに２回開催している。
セミナーでは、専門家による講演や支援機関による
取り組みの紹介・相談会に加えて、事例掲載企業に
よる講演を行い、導入企業の生の声を聞く機会を提
供してきた。
　2019年４月に開催した第２回のセミナーでは、約
60の企業・団体・自治体から積極的な参加があった。

「具体的な事例を聞くことができ、理解が深まった」
など参加者アンケートの結果も好評で、今後も事例
の追加掲載に加え、セミナーも開催していく予定で
ある。

　事例集は、2018年６月の公開以降、｢活用しやす
い｣ と好評で、近畿経済産業局をはじめとするさま

ざまな機関により、先端技術導入の参考資料として
紹介されている。ホームページの年間アクセス数は
公開以来２万近くに及び、事例掲載企業への問い合
わせも多い。冊子についても講演会などの機会をと
らえて多くの企業や団体などへ展開している。こう
した取り組みにより、他団体での講演の機会を得た
り、企業ホームページへのリンクが増えたり、事例
集をきっかけに企業間の連携が生まれたりするな
ど、その活用の幅は着実に広がっている。

　今後は、さらに活用しやすい事例集とするため、
検索機能の拡充と、掲載事例の対象範囲の拡大を
行っていく。
　検索機能の拡充としては、事例の増加にともない、

「付加価値創造・最大化」のカテゴリーについて再
整理・細分化する予定である。ホームページ上にニー
ズ別の検索欄も追加し、各社のニーズに近い事例の
絞り込みについても利便性の向上をはかる。
　また、今般の新型コロナウイルス感染症拡大によ
りニーズが高まっている新しい働き方や感染拡大防
止につながる先端技術の紹介を行い、掲載事例の対
象範囲を拡大していく。　　　　　　　　

（産業部 内梨翼・吉川泰生）

事例集の活用状況

さらに活用しやすい事例集へ

図 事例集の活用イメージ
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